
八尾市ものづくり集積促進奨励金交付要綱取扱規程 

平成１９年１０月１日制定 

 

（目的） 

第１条 この規程は、八尾市ものづくり集積促進奨励金の交付を適正に行うため、八尾市ものづ

くり集積促進奨励金交付要綱（以下「要綱」という。）第２３条に基づき必要な事項を定める

ものとする。 

 

（新築、増築、改築） 

第２条 要綱第２条第３号に規定する建築は、次のとおりの区分とする。 

 (1)新築 新たに土地を取得し、又は所有する土地に新たに工場等を建築する場合をいう。 

 (2)増築 所有する工場等の敷地内で、その工場等の床面積を増加させる場合、又は別棟で工

場等を建築する場合をいう。 

 (3)改築 所有する工場等の全部又は一部を取り壊して、用途、規模及び構造が著しく異なら

ない工場等を建築する場合をいう。 

 

（延床面積等） 

第３条 要綱第５条に規定する延床面積は、工場等を新築、増築、改築する際には建築確認申請

等の延床面積、工場等を購入する際には不動産売買契約書等の延床面積で、次の各号により算

出された面積とする。 

(1)奨励金対象面積は登記簿に記載された面積をもとに算定する。 

(2)家屋の奨励金対象面積は、工場立地法施行規則第２条に規定する生産施設において、製造

工程、又は研究開発の用に供する部分の延床面積（以下「生産活動面積」という。）及び

生産活動面積を上限とした附属する倉庫、事務所等の延床 

面積とする。 

(3)居住部分については家屋の奨励金対象面積には含まない。 

(4)土地の奨励金対象面積は、奨励金対象となる家屋の建築面積が、購入した敷地面積の３０％

以上の場合は、原則として、当該敷地面積全体とする。ただし、奨励金対象となる家屋の建

築面積が購入した敷地面積の３０％未満の場合は、当該家屋の建築面積に三分の十を乗じて

得た面積とする。 

 

（奨励金の算定方法） 

第４条 要綱第６条第２項に規定する「市長が別に定める方法」とは、次の各号に掲げる算式に

基づきそれぞれ当該各号に定めるところにより算定した金額の合計とする。 

 (1) 土地       固定資産税   奨励金対象面積    １ 

           の合計額  × ―――――――― × ―――   



                   課税対象面積    ２ 

 (2) 家屋       固定資産税  奨励金対象面積    １ 

           の合計額  × ―――――――― × ―――   

                   課税対象面積    ２ 

 

（奨励金対象事業指定申請の時期） 

第５条 要綱第７条第１項に規定する「市長が別に定める時期」とは、次の各号に掲げる区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める時期とする。ただし、これらにより難い理由があると認めた

ときは、この限りでない。 

(1) 土地を購入し工場等を新築・増築・改築する場合   所有権移転前 

(2) 土地購入なしで工場等を新築・増築・改築する場合  建築着工前 

(3) 工場等を購入する場合               所有権移転前 

 

（指定申請書添付書類） 

第６条 要綱第７条第２項に規定する「市長が別に定める書類」とは、別表第１のとおりとする。 

 

（軽微な変更） 

第７条 要綱第９条第１項第 1 号に規定する「軽微なもの」とは、次の各号に掲げる内容以外

のものをいう。 

(1) 事業目的の変更 

(2) 操業開始年が変わる事業期間の変更 

(3) 土地の敷地面積又は家屋の延床面積の１割以上の変更 

(4) 事業総額又はその内訳で１割以上の変更 

(5) 上記以外の建築確認申請の変更 

 

（完了報告） 

第８条 要綱第１３条第２項に規定する「市長が別に定める書類」とは、別表第２のとおりとす

る。 

 

（奨励金交付の申請日） 

第９条 要綱第１４条第１項に規定する「市長が別に定める日」とは、毎年７月３１日とする。

ただし、７月３１日が休日、日曜日又は土曜日に当たるときは、その日前において、その日に

最も近い休日、日曜日又は土曜日でない日とする。 

 

（交付申請書添付書類） 

第１０条 要綱第１４条第２項に規定する「市長が別に定める書類」とは、別表第３のとおりと



する。 

（交付対象期間の始期等） 

第１１条 要綱第１５条第１項第２号に規定する「操業を開始した日」とは、当該指定事業に係

る工場等において生産活動又は研究開発を開始した日とする。 

 

（変更交付申請書添付書類） 

第１２条 要綱第１７条第２項に規定する「市長が別に定める書類」とは、別表第４のとおりと

する。 

 

（納付実績報告書の提出日） 

第１３条 要綱第１８条第１項に規定する「市長が別に定める日」とは、毎年３月１５日とする。

ただし、３月１５日が休日、日曜日又は土曜日に当たるときは、その日前において、その日に

最も近い休日、日曜日又は土曜日でない日とする。 

 

（納付実績報告書添付書類） 

第１４条 要綱第１８条第２項に規定する「市長が別に定める書類」とは、別表第５のとおりと

する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この取扱規程は、平成１９年１０月１日から施行する。 

（この取扱規定の失効） 

２ この取扱規程は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに行われた

要綱第７条第３項の規定により決定を受けた指定事業については、同日後もなおその効力を有す

る。 

附 則 

この取扱規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この取扱規程は、平成２５年３月３１日から施行する。 

附 則 

この取扱規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この取扱規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この取扱規程は、平成２８年３月３１日から施行する。 



（経過措置） 

２ 改正後の八尾市ものづくり集積奨励金交付要綱取扱規程第４条、別表第１、別表第２、及び

別表第３並びに様式ア及び様式イの改正規定は、平成２８年４月１日以後の指定に係る事業につ

いて適用し、施行日前の指定に係る事業については、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

この取扱規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この取扱規定は、平成２９年３月３１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この取扱規程は、平成３０年３月３１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の八尾市ものづくり集積奨励金交付要綱取扱規程第４条の改正規定は、平成３０年４

月１日以後の指定に係る事業について適用し、施行日前の指定に係る事業については、なお従前

の例による。 

 

  附 則 

（施行期日） 

１ この取扱規程は、平成３０年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の八尾市ものづくり集積奨励金交付要綱取扱規程別表第１及び別表第２の改正規定

は、平成３０年１０月１日以後の指定に係る事業について適用し、施行日前の指定に係る事業に

ついては、なお従前の例による。 

 

附 則 

（施行期日） 

この取扱規定は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この取扱規定は、令和２年４月１日から施行する。 

 



 

附 則 

（施行期日） 

この取扱規定は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この取扱規定は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この取扱規定は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この取扱規程は、令和５年７月７日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の八尾市ものづくり集積奨励金交付要綱取扱規程別表第３の改正規定は、令和５年 

7月 7日以後の指定に係る事業について適用し、施行日前の指定に係る事業については、なお従

前の例による。 

 

附 則 

（施行期日） 

この取扱規定は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この取扱規定は、令和７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この取扱規定は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 



別表第１（第６条関連） 

添    付    書    類 

（１）事業計画書（様式ア） 

（２）奨励金の対象となる工場等が建築基準法第６条第１項各号に定める建

築物の場合、同法第６条第１項又は同法第 6 条の２第 1 項の規定によ

る確認済証（写） 

（３）奨励金の対象となる工場等が八尾市生活環境の保全と創造に関する条

例第２条の規定による特定工場の場合、同条例第２５条の規定による

設置許可証（写） 

（４）奨励金の対象となる工場等の平面図（家屋の延床面積が分かるもの） 

（５）奨励金の対象となる工場等の位置図（工場等の場所が特定でき、周辺

状況が分かるもの） 

（６）法人の場合は定款、法人登記簿謄本又は履歴事項全部証明書、個人の

場合は住民票の写し等 

（７）申告書（八尾市暴力団排除条例関係） 

（８）同意書（様式ウ） 

（９）親子会社の場合は法人税申告書の別表二（同族会社等の判定に関する

明細書）等、親子関係が分かるもの 

（１０）その他、特に必要と認める書類 

※指定申請書提出時に（２）の確認済証(写)及び（３）の設置許可証(写)を 

提出できない場合は、確認済証又は設置許可証を取得後、すみやかに提出す 

ること 

 

別表第２（第８条関係） 

添   付    書    類 

（１）実績報告書（様式イ） 

（２）奨励金の対象となる工場等が建築基準法第６条第１項各号に定める建

築物の場合、同法第 7 条第 5 項又は同法第７条の２第５項の規定によ

る検査済証（写） 

（３）奨励金の対象となる工場等が八尾市生活環境の保全と創造に関する条

例第２条の規定による特定工場の場合、同条例第３１条第２項に規定

する工事完了確認書（写） 

（４）土地、家屋の売買契約書（写） 

（５）土地、家屋の登記簿謄本 

（６）奨励金の対象となる工場等の平面図（家屋の延床面積が分かるもの） 

（７）奨励金の対象となる工場等の求積図（生産活動面積が分かるもの） 



（８）その他特に必要と認める書類 

 

別表第３（第１０条関係） 

添   付    書    類 

（１）固定資産税・都市計画税の納税通知書（写）及び課税明細書（写） 

（２）（※八尾市国家戦略特別区域法第 20 条の２第１項の規定に基づく準則

を定める条例（以下、本条例という）を適用する場合）本条例に関す

る共創によるゼロカーボンシティやおの実現に向けた取組に関する

実施報告書に関する評価通知書 

（３）親子会社の場合は法人税申告書の別表二（同族会社等の判定に関する

明細書）等、親子関係が分かるもの 

（４）その他特に必要と認める書類 

 

別表第４（第１２条関係） 

添   付    書    類 

（１）固定資産税・都市計画税の納税通知書（写）及び課税明細書（写） 

（２）その他特に必要と認める書類 

 

別表第５（第１４条関係） 

添   付    書    類 

（１）固定資産税・都市計画税の納税証明書又は納税したことを確認できる

書類 

（２）その他特に必要と認める書類 

 

 


